[bookmark: _3gk26gcr7b2e]再委託に関する合意書

委託者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、受託者　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が乙に委託する電話受付、電話応対その他これらに付随する業務の全部又は一部を、乙が第三者に再委託することについて、次のとおり合意する。

[bookmark: _ca877wgckvg7]第1条（目的）
本合意書は、甲乙間で締結された電話代行業務に関する契約（以下「原契約」という。）に基づき乙が受託する業務について、乙が第三者へ再委託する場合の条件、責任、秘密情報及び個人情報の取扱いその他必要な事項を定め、適切かつ安全な業務運営を確保することを目的とする。

[bookmark: _938c8c144944]第2条（対象業務）
本合意書の対象となる業務は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	原契約の名称
	

	原契約締結日
	年　　　月　　　日

	対象業務
	□ 電話受付　□ 電話応対　□ 受電内容記録　□ 取次ぎ　□ 折返し案内　□ その他（　　　　　　）

	対象電話番号
	

	再委託予定期間
	年　　　月　　　日 ～ 　　　　年　　　月　　　日

	その他
	



[bookmark: _54lda8q565je]第3条（再委託の承諾）
1. 甲は、乙が原契約に基づき受託した業務の全部又は一部を、本合意書に定める条件に従い、第三者（以下「再委託先」という。）に再委託することを承諾する。
2. 乙は、再委託先を選定するにあたり、当該業務を適切に遂行するために必要な能力、設備、情報管理体制、セキュリティ体制その他の業務遂行能力を確認するものとする。
3. 本条に基づく再委託は、乙が原契約に基づき負担する義務又は責任を免除するものではない。

[bookmark: _1gyy0oqisy46]第4条（再委託先）
乙が本合意書に基づき業務を再委託する再委託先は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	再委託先名称
	

	所在地
	

	再委託する業務
	

	再委託期間
	年　　　月　　　日 ～ 　　　　年　　　月　　　日

	情報取扱範囲
	□ 顧客情報　□ 通話内容　□ 連絡先情報　□ 対応履歴　□ その他（　　　　　　）


[bookmark: _q0glbq759637]第5条（再委託先に対する義務付け）
1. 乙は、再委託先との間で、本合意書及び原契約に基づき乙が負う義務のうち、再委託業務の遂行に必要な義務と同等以上の義務を定める契約を締結するものとする。
2. 乙は、再委託先に対し、業務遂行方法、秘密情報及び個人情報の取扱い、情報セキュリティ、事故発生時の対応その他必要な事項について適切な指示及び監督を行うものとする。
3. 乙は、再委託先が本合意書又は原契約に反する行為を行わないよう、合理的に必要な管理措置を講じるものとする。

[bookmark: _aa13btrrh0ta]第6条（秘密保持）
1. 乙は、再委託業務に関連して再委託先に開示する甲の営業上、技術上、顧客上その他一切の非公知情報について、再委託業務の遂行に必要な範囲を超えて開示しないものとする。
2. 乙は、再委託先に対し、前項の情報を再委託業務の遂行以外の目的で使用させてはならない。
3. 乙は、再委託先に対し、乙が原契約に基づき負担する秘密保持義務と同等以上の秘密保持義務を負わせるものとする。
4. 再委託先による秘密情報の漏えい、不正使用その他秘密保持義務に反する事実が判明した場合、乙は速やかに甲へ報告し、被害拡大防止その他必要な措置を講じるものとする。
秘密情報を第三者に開示する場合、当該第三者に同等の義務を負わせ、その行為について責任を負わせる構成は、プロジェクトで参照している契約書レベルにも沿ったものです。

[bookmark: _302gcvmonoq]第7条（個人情報等の取扱い）
1. 乙は、再委託業務において氏名、電話番号、メールアドレス、住所、問い合わせ内容、通話内容その他個人に関する情報を取り扱う場合、適用される法令及び原契約に従い、適切に管理するものとする。
2. 乙は、再委託先に対し、再委託業務の遂行に必要な範囲を超えて個人情報等を取り扱わせてはならない。
3. 乙は、再委託先に対し、個人情報等への不正アクセス、漏えい、滅失、毀損、改ざん、不正利用その他の事故を防止するため、必要かつ適切な安全管理措置を講じさせるものとする。
4. 再委託業務終了後の個人情報等の返還、削除又は廃棄については、原契約又は甲の合理的な指示に従うものとする。

[bookmark: _hw74ikwaxcsz]第8条（通話情報等の管理）
1. 乙は、再委託先が電話対応に伴い取得する通話内容、録音データ、受付記録、伝言内容、対応履歴その他の情報を、再委託業務の遂行に必要な範囲に限り取り扱わせるものとする。
2. 通話録音を実施する場合、乙は、原契約、甲の指示及び適用される法令等に従い、その利用目的、保存方法及び保存期間等を適切に管理するものとする。
3. 再委託先は、甲又は乙の承諾なく、前各項の情報を複製、持出し、第三者への提供その他再委託業務の目的を超えて利用してはならない。

[bookmark: _xi87cmv01hwb]第9条（業務品質）
1. 乙は、再委託を行う場合であっても、原契約に定める電話対応方法、受付時間、応答基準、報告方法その他の業務品質を維持するよう努めるものとする。
2. 乙は、再委託先に対し、甲が指定した電話応対マニュアル、スクリプト、禁止事項、取次方法その他必要な業務ルールを遵守させるものとする。
3. 再委託先の対応品質について甲から合理的な改善要請があった場合、乙はその内容を確認し、必要に応じて指導、教育その他の改善措置を講じるものとする。

[bookmark: _m1iia55uk9ag]第10条（再々委託）
1. 再委託先が再委託業務の全部又は一部をさらに第三者へ委託すること（以下「再々委託」という。）は、甲が事前に書面又は電磁的方法により承諾した場合を除き、認めないものとする。
2. 甲が再々委託を承諾した場合、乙は、再々委託先についても本合意書に定める再委託先と同等の管理及び監督を行うものとする。
3. 再々委託が行われた場合であっても、乙の甲に対する責任は免除されない。

[bookmark: _knh4jovk7yiw]第11条（報告及び確認）
1. 甲は、再委託業務の適切な遂行を確認するため合理的に必要がある場合、乙に対し、再委託先における業務実施状況、情報管理状況その他必要な事項について報告を求めることができる。
2. 乙は、前項の求めを受けた場合、再委託先の営業秘密その他正当な利益に配慮しつつ、合理的な範囲で必要な情報を甲へ提供するものとする。

[bookmark: _dkg0mgqve0si]第12条（事故発生時の対応）
1. 乙は、再委託先において、個人情報若しくは秘密情報の漏えい、不正アクセス、誤送信、データ消失、電話対応上の重大な事故その他甲の業務に影響を及ぼすおそれのある事象が発生したことを知った場合、速やかに甲へ報告するものとする。
2. 乙は、前項の事故について、再委託先と連携して原因調査、被害拡大防止、復旧及び再発防止その他合理的に必要な措置を講じるものとする。
3. 甲から事故に関する経過、原因又は再発防止策等について合理的な報告を求められた場合、乙はこれに対応するものとする。

[bookmark: _14rw1fjokfac]第13条（再委託の変更及び終了）
1. 乙が再委託先を変更し、又は再委託する業務の範囲を重要な点で変更しようとする場合、乙はあらかじめ甲に通知し、甲乙協議のうえ必要な対応を定めるものとする。
2. 再委託先に重大な契約違反、情報漏えいその他再委託を継続することが相当でない事由が生じた場合、甲は乙に対し、当該再委託の中止又は再委託先の変更を求めることができる。
3. 原契約が終了した場合、本合意書に基づく再委託も終了するものとする。ただし、その性質上終了後も存続すべき秘密保持、個人情報の取扱い、損害賠償その他の規定については、この限りでない。

[bookmark: _donaxgqexnme]第14条（再委託先の行為に関する責任）
1. 乙は、再委託先による再委託業務の遂行について、原契約及び本合意書に従い甲に対して責任を負うものとする。
2. 再委託先の故意又は過失により甲に損害が生じた場合、乙は、原契約に定める責任の範囲に従い対応するものとする。
3. 乙が再委託したことのみを理由として、甲に対する乙の原契約上の義務が軽減又は免除されるものではない。

[bookmark: _ta1o5lfgik7g]第15条（損害賠償）
甲又は乙が本合意書に違反し、自己の責めに帰すべき事由により相手方に損害を与えた場合、その当事者は、原契約に定める損害賠償に関する条件に従い、その損害を賠償する責任を負うものとする。

[bookmark: _tkp0bfbs1tj]第16条（原契約との関係）
1. 本合意書は、原契約における再委託に関する事項を補足するものとする。
2. 本合意書に定めのない事項については、原契約の定めに従うものとする。
3. 本合意書と原契約の内容が抵触する場合は、本合意書において明示的に原契約を変更する旨を定めた事項を除き、原契約の定めを優先するものとする。

[bookmark: _iigkiz3arohu]第17条（有効期間）
本合意書の有効期間は、本合意書締結日から原契約が終了する日までとする。ただし、秘密保持、個人情報等の取扱いその他その性質上存続すべき義務については、原契約及び本合意書に定める期間存続するものとする。

[bookmark: _jj5opv8k2gyx]第18条（協議事項）
本合意書に定めのない事項又は本合意書の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は原契約の趣旨に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。

以上、本合意の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙署名又は記名押印のうえ各1通を保有する。なお、電磁的方法により本合意書を締結する場合は、電磁的記録を作成し、甲乙がそれぞれ当該電磁的記録を保管する。







　　　　年　　　月　　　日

甲（委託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（受託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　

